(別添様式１)
平成２３年度　９月補正予算　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：老人福祉費
	事業名: 新介護保険事業者管理システムネットワーク導入事業費（任意）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　介護事業者担当　電話番号：058-272-1111（内2600）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：　5,363千円
（現計予算額：　　0千円　　　補正後予算額：5,363千円）

	要求内容


	１　要求の内容


平成１２年の介護保険制度開始とともに、介護保険法に基づく指定事業者の申請受付から指定、指定後の台帳管理を行うため、介護保険事業者管理システムを導入した。

システムの運用は、当課に設置された端末１台のみであるため、各振興局が指定・受理した事業者情報が紙ベースで送られ、当課にて全圏域分を処理している。また当該システムにより、国民健康保険団体連合会へ指定事業者情報を定期的に提供する必要があり、厚生労働省から示されるインターフェイスに沿って作成している。
こうした運用について、下記の問題点等が見込まれるため、各振興局とのシステムのネットワーク化を図り情報入力及び情報管理等の事務の効率化を図る。

【現状と問題点】
システム端末が当課に１台(スタンドアロン）であることから、下記の問題点が挙げられる。
１．これまで、数回に渡って行われた介護保険制度改正や指定事業者数の増加により、通常取
り扱う情報が大幅に増加している。また、今年度末、平成２４年の制度改正により既存事業
所からの届出が集中することが見込まれる。　【既存事業所数：2,746（H23.6.1現在）】
　  　　　　　２．平成１８年の制度改正により新たなサービスとして制度化された「指定介護予防サービス
事業者」が、今年度末に一斉に更新申請を行うことから更新登録処理が集中する。
【年度末更新予定事業所数：904】
３．１、２については、国民健康保険団体連合会へシステムにて情報提供を行うことにより、
事業所へ介護報酬が支払われることから、当課にて情報処理を行う期間が限られている。
  ４．事業者の指定等の権限について、平成１３年度から振興局に委譲されているにも関わらず、
登録は当課でしか行えないことから、事業者からの申請・届出に対する通知に時間がかかり、
非効率である。また、申請・届出書類の郵送（振興局→県庁）といった経費もかかる。
５．直接、事業者の指定・指導を行う振興局において、システムによる事業所情報の照会が迅
速に行えない等、システムが十分に活用できていない。
【システムのネットワーク化による効果】

１．本年度末・来年度当初、大量に集中する「事業所の指定更新申請」「制度改正に伴う届出」に対するデータ入力・国民健康保険団体連合会へのデータ送信情報提供を速やかに行い、事業所の不利益（データ未達による支払不能）を防ぐ。

２．現場である振興局等において、指定・届出に関する処理期間の短縮・省力化が図られるだ
けではなく、直接システムを活用できることで、事業者指導・監査におけるシステムの有効活用を図っていく。
	２　所要経費


  委託料　5,363千円
【積算内訳】ネットワーク対応導入・移行費用　　　2,696千円 
    　　　　システム用サーバー機器導入費用  　　2,415千円
    　　　システム保守料（12～3月分）           175千円
　　　　　サーバー室電源工事料　　　　　　　　　　77千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


	３　これまでの取組に対する評価


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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